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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第５区分
【発行日】平成30年11月22日(2018.11.22)

【公開番号】特開2018-27769(P2018-27769A)
【公開日】平成30年2月22日(2018.2.22)
【年通号数】公開・登録公報2018-007
【出願番号】特願2017-34827(P2017-34827)
【国際特許分類】
   Ｂ６０Ｗ  10/08     (2006.01)
   Ｆ０２Ｎ  11/00     (2006.01)
   Ｆ０２Ｎ  11/04     (2006.01)
   Ｆ０２Ｂ  67/06     (2006.01)
   Ｆ０２Ｄ  35/00     (2006.01)
   Ｆ１６Ｈ   7/08     (2006.01)
   Ｆ１６Ｈ   7/12     (2006.01)
   Ｂ６０Ｋ   6/485    (2007.10)
   Ｂ６０Ｋ   6/40     (2007.10)
   Ｂ６０Ｗ  10/30     (2006.01)
   Ｂ６０Ｗ  20/10     (2016.01)
【ＦＩ】
   Ｂ６０Ｗ   10/08     ９００　
   Ｆ０２Ｎ   11/00     　　　Ｎ
   Ｆ０２Ｎ   11/04     　　　Ａ
   Ｆ０２Ｂ   67/06     　　　Ａ
   Ｆ０２Ｄ   35/00     ３６２Ｇ
   Ｆ１６Ｈ    7/08     　　　Ｚ
   Ｆ１６Ｈ    7/12     　　　Ａ
   Ｂ６０Ｋ    6/485    　　　　
   Ｂ６０Ｋ    6/40     　　　　
   Ｂ６０Ｗ   10/30     ９００　
   Ｂ６０Ｗ   20/10     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成30年10月11日(2018.10.11)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関（１１）の駆動軸（１１１）を回転可能な回転トルクを出力可能なトルク出力
部（２１０）、前記トルク出力部に連結する回転軸（２１１）、前記回転軸と一体に回転
可能に設けられる回転電機プーリ（２２）、および、前記トルク出力部の駆動を制御可能
な制御部（２８，３８，４８）を有する回転電機（２１，３１，４１）と、
　前記駆動軸と一体に回転可能に設けられる駆動軸プーリ（２３）と、
　前記回転電機プーリおよび前記駆動軸プーリに掛け回され、前記回転軸と前記駆動軸と
の間において回転トルクを伝達可能な無端伝動部材（２６）と、
　前記無端伝動部材に当接可能に設けられ前記無端伝動部材の張力を調整可能なオートテ
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ンショナ（２７、３７）と、
　を備え、
　前記回転電機は、前記駆動軸の回転をアシストするとき、所定の条件において前記駆動
軸の回転をアシスト可能な第一回転トルク（Ｔｏｒｄ，Ｔｈｉｇｈ）に比べ小さい第二回
転トルク（Ｔｌｏｗ）を出力し、
　前記所定の条件は、前記オートテンショナが有し前記無端伝動部材に当接可能に設けら
れ前記無端伝動部材の張り方向および緩み方向へ移動可能なテンショナプーリ（２７１）
の基準位置からの変位、移動方向、および、移動速度に基づいて設定される条件であり、
　前記所定の条件は、前記テンショナプーリの基準位置からの変位が変位下限値（Ｐｔ１
）になったときから当該変位下限値より大きい修正値（Ｐｔ２）になるときまでとする伝
動システム。
【請求項２】
　内燃機関（１１）の駆動軸（１１１）を回転可能な回転トルクを出力可能なトルク出力
部（２１０）、前記トルク出力部に連結する回転軸（２１１）、前記回転軸と一体に回転
可能に設けられる回転電機プーリ（２２）、および、前記トルク出力部の駆動を制御可能
な制御部（２８，３８，４８）を有する回転電機（２１，３１，４１）と、
　前記駆動軸と一体に回転可能に設けられる駆動軸プーリ（２３）と、
　前記回転電機プーリおよび前記駆動軸プーリに掛け回され、前記回転軸と前記駆動軸と
の間において回転トルクを伝達可能な無端伝動部材（２６）と、
　前記無端伝動部材に当接可能に設けられ前記無端伝動部材の張力を調整可能なオートテ
ンショナ（２７、３７）と、
　を備え、
　前記回転電機は、前記駆動軸の回転をアシストするとき、所定の条件において前記駆動
軸の回転をアシスト可能な第一回転トルク（Ｔｏｒｄ，Ｔｈｉｇｈ）に比べ小さい第二回
転トルク（Ｔｌｏｗ）を出力し、
　前記制御部は、前記無端伝動部材の張力が前記回転電機プーリまたは前記駆動軸プーリ
に対して前記無端伝動部材が滑り始めるときの前記無端伝動部材の張力より大きくなるよ
う前記第二回転トルクを設定する伝動システム。
【請求項３】
　前記第二回転トルクは、０より大きい請求項２に記載の伝動システム。
【請求項４】
　前記所定の条件は、前記回転軸または前記駆動軸の回転信号に基づいて設定される条件
である請求項１～３のいずれか一項に記載の伝動システム。
【請求項５】
　前記内燃機関の回転数を検出可能に設けられ当該回転数に応じた前記回転信号としての
機関回転数信号を出力可能な機関回転数検出部（２９１）をさらに備え、
　前記制御部は、前記機関回転数検出部が出力する前記機関回転数信号に基づいて前記回
転電機の駆動を制御する請求項４に記載の伝動システム。
【請求項６】
　前記回転電機の回転数を検出可能に設けられ当該回転数に応じた前記回転信号としての
電機回転数信号を出力可能な電機回転数検出部（４８１）をさらに備え、
　前記制御部は、前記電機回転数信号に基づいて前記回転電機の駆動を制御する請求項４
に記載の伝動システム。
【請求項７】
　前記所定の条件は、前記オートテンショナが有し前記無端伝動部材に当接可能に設けら
れ前記無端伝動部材の張り方向および緩み方向へ移動可能なテンショナプーリ（２７１）
の基準位置からの変位、移動方向、および、移動速度に基づいて設定される条件である請
求項２に記載の伝動システム。
【請求項８】
　前記所定の条件は、前記テンショナプーリの基準位置からの変位が変位下限値（Ｐｔ１
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）になったときから当該変位下限値より大きい修正値（Ｐｔ２）になるときまでとする請
求項７に記載の伝動システム。
【請求項９】
　前記変位下限値は、前記無端伝動部材の張力が前記回転電機プーリまたは前記駆動軸プ
ーリに対して前記無端伝動部材が滑り始めるときの前記テンショナプーリの基準位置から
の変位に比べ大きい請求項１または８に記載の伝動システム。
【請求項１０】
　前記テンショナプーリの基準位置からの変位を検出可能に設けられ当該変位に応じた変
位信号を出力可能な変位検出部（２７４）をさらに備え、
　前記制御部は、前記変位信号に基づいて前記回転電機の駆動を制御する請求項１、８ま
たは９に記載の伝動システム。
【請求項１１】
　前記第一回転トルクは、前記駆動軸の回転を維持可能な回転トルクに比べ大きい請求項
１～１０のいずれか一項に記載の伝動システム。
【請求項１２】
　前記オートテンショナは、前記無端伝動部材に当接可能に設けられ前記無端伝動部材の
張り方向および緩み方向へ移動可能なテンショナプーリ（２７１）を有し、
　前記オートテンショナは、前記テンショナプーリを現状より前記緩み方向に移動すると
きの減衰力が前記テンショナプーリを現状より前記張り方向に移動するときの減衰力に比
べ大きい請求項１～１１のいずれか一項に記載の伝動システム。
【請求項１３】
　内燃機関（１１）の駆動軸（１１１）と一体に回転可能な駆動軸プーリ（２３）と、
　前記駆動軸プーリを掛け回され、前記駆動軸に回転トルクを伝達可能な無端伝動部材（
２６）と、
　前記無端伝動部材に当接可能に設けられ前記無端伝動部材の張力を調整可能なオートテ
ンショナ（２７、３７）と、
　を備える伝動システム（１，３，６，７）に適用される回転電機であって、
　前記駆動軸を回転可能な回転トルクを出力可能なトルク出力部（２１０）と、
　前記トルク出力部に連結する回転軸（２１１）と、
　前記回転軸と一体に回転可能に設けられる回転電機プーリ（２２）と、
　前記トルク出力部の駆動を制御可能な制御部（２８，３８，４８）と、
　を備え、
　前記駆動軸の回転をアシストするとき、所定の条件において前記駆動軸の回転をアシス
ト可能な第一回転トルク（Ｔｏｒｄ，Ｔｈｉｇｈ）に比べ小さい第二回転トルク（Ｔｌｏ
ｗ）を出力し、
　前記制御部は、前記無端伝動部材の張力が前記回転電機プーリまたは前記駆動軸プーリ
に対して前記無端伝動部材が滑り始めるときの前記無端伝動部材の張力より大きくなるよ
う前記第二回転トルクを設定する回転電機。
【請求項１４】
　前記第一回転トルクは、前記駆動軸の回転を維持可能な回転トルクに比べ大きい請求項
１３に記載の回転電機。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明の第１態様および第２態様による伝動システム（１，３，６，７）は、回転電機
（２１，３１，４１）、駆動軸プーリ（２３）、無端伝動部材（２６）、および、オート
テンショナ（２７，３７）を備える。
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　回転電機は、内燃機関（１１）の駆動軸（１１１）を回転可能な回転トルクを出力可能
なトルク出力部（２１０）、トルク出力部に連結する回転軸（２１１）、回転軸と一体に
回転可能に設けられる回転電機プーリ（２２）、および、トルク出力部の駆動を制御可能
な制御部（２８，３８，４８）を有する。
　駆動軸プーリは、駆動軸と一体に回転可能に設けられる。
　無端伝動部材は、回転電機プーリおよび駆動軸プーリに掛け回され、回転軸と駆動軸と
の間において回転トルクを伝達可能である。
　オートテンショナは、無端伝動部材に当接可能に設けられ無端伝動部材の張力を調整可
能である。
　本発明の伝動システムでは、回転電機は、駆動軸の回転をアシストするとき、所定の条
件において駆動軸の回転をアシスト可能な第一回転トルク（Ｔｏｒｄ，Ｔｈｉｇｈ）に比
べ小さい第二回転トルク（Ｔｌｏｗ）を出力する。
　第１態様では、所定の条件は、オートテンショナが有し無端伝動部材に当接可能に設け
られ無端伝動部材の張り方向および緩み方向へ移動可能なテンショナプーリ（２７１）の
基準位置からの変位、移動方向、および、移動速度に基づいて設定される条件である。ま
た、所定の条件は、テンショナプーリの基準位置からの変位が変位下限値（Ｐｔ１）にな
ったときから当該変位下限値より大きい修正値（Ｐｔ２）になるときまでとする。
　第２態様では、制御部は、無端伝動部材の張力が回転電機プーリまたは駆動軸プーリに
対して無端伝動部材が滑り始めるときの無端伝動部材の張力より大きくなるよう第二回転
トルクを設定する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　また、本発明の第３態様による回転電機は、駆動軸に回転トルクを伝達可能な伝動シス
テムに適用される回転電機であって、トルク出力部（２１０）、回転軸（２１１）、回転
電機プーリ（２２）、および、制御部（２８，３８，４８）を備える。
　トルク出力部は、駆動軸を回転可能な回転トルクを出力可能である。
　回転軸は、トルク出力部に連結する。
　回転電機プーリは、回転軸と一体に回転可能に設けられる。
　制御部は、トルク出力部の駆動を制御可能である。
　本発明の回転電機は、駆動軸の回転をアシストするとき、所定の条件において駆動軸の
回転をアシスト可能な第一回転トルク（Ｔｏｒｄ，Ｔｈｉｇｈ）に比べ小さい第二回転ト
ルク（Ｔｌｏｗ）を出力する。
　制御部は、無端伝動部材の張力が回転電機プーリまたは駆動軸プーリに対して無端伝動
部材が滑り始めるときの無端伝動部材の張力より大きくなるよう第二回転トルクを設定す
る。
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